
長野県省エネルギー・自然エネルギー推進本部設置要綱 

 

（設置） 

第１条 原子力発電所の停止に伴う中部電力管内の電力需給の逼迫に対応するとともに、省エネ

ルギー・自然エネルギーの総合的な施策の企画立案・推進を図るため、長野県省エネルギー・

自然エネルギー推進本部（以下「本部」という。）を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条 本部は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 原子力発電所の停止に伴い、逼迫する電力需給への緊急的な対応に関すること。 

(2) 県内における省エネルギー・自然エネルギーに関する総合的な施策の企画立案・推進に関

すること。 

(3) その他本部長が必要と認める事項に関すること。 

 

（本部） 

第３条 本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。 

２ 本部長は、知事をもって充てる。 

３ 副本部長は、副知事をもって充てる。 

４ 副本部長は、本部長を補佐する。 

５ 副本部長（副知事の担任事務に関する規程（平成 18年長野県訓令第９号）により環境部に関

することを担任事務とする副知事）は、本部長に事故があるときは、その職務を代理する。 

６ 本部員は、別表１に掲げる職にある者をもって充てる。 

７ 本部会議は、本部長が招集し、その会議を主宰する。 

８ 本部長は、必要があると認める場合に、部員以外の者を本部会議に出席させ、意見を求める

ことができる。 

 

（幹事会） 

第４条 本部の運営を円滑に行うため、本部に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、幹事長及び幹事をもって組織する。 

３ 幹事長は、環境部長をもって充てる。 

４ 幹事は、別表２に掲げる職にある者をもって充てる。 

５ 幹事会は、幹事長が招集し、その会議を主宰する。 

６ 幹事長は、必要があると認める場合に、幹事以外の者を幹事会に出席させ、意見を求めるこ

とができる。 

 

（作業部会） 

第５条 個別事項について検討を行うため、必要に応じ、本部に作業部会を置くことができる。 

２ 作業部会は、部会長及び部会員をもって組織する。 

３ 部会長及び部会員は、幹事長が指定する者をもって充てる。 

 

（事務局） 

第６条 本部及び幹事会の庶務は、環境部温暖化対策課において処理する。 



 

（補則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、本部の組織、運営等に関し必要な事項は、本部長が別に

定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成 23年５月 10日から施行する。 

この要綱は、平成 24年４月１日から施行する。 

 

 

別表１ 

危機管理部長、企画部長、総務部長、健康福祉部長、環境部長、商工労働部長、観光部長、

農政部長、林務部長、建設部長、会計管理者、企業局長、教育長、警察本部長 

 

 

別表２ 

部局名 幹事職名 

危機管理部 

企画部 

総務部 

健康福祉部 

環境部 

商工労働部 

観光部 

農政部 

林務部 

建設部 

会計局 

企業局 

教育委員会事務局 

警察本部 

消防課長 

企画課長 

人事課長、財政課長、財産活用課長、市町村課長 

健康福祉政策課長 

環境政策課長、温暖化対策課長 

産業政策課長 

観光企画課長 

農業政策課長 

森林政策課長 

建設政策課長 

会計課長 

次長（総務担当） 

教育総務課長 

警務課長 

 


